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第１章 総 則

（趣旨）

第１条 この規程は、別に定めがあるもののほか、北空知広域水道企業団（以下「企業団」という。）

の固定資産の管理に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語の意義）

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。

（１）固定資産 会計規程（昭和５３年規程第８号）第６４条に規定する有形固定資産（建設仮勘

定を除く。）及び無形固定資産をいう。

（２）行政資産 固定資産であり、かつ、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条第２

項に規定する行政財産であるものをいう。

（３）普通資産 固定資産であり、かつ、地方自治法第２３８条第２項に規定する普通財産である

もをいう。

（４）償却資産 会計規程第８０条に規定する償却資産をいう。

（整理区分）

第３条 固定資産の整理区分は、企業長が別に定める。

（管理機関）

第４条 固定資産は、事務局長の総括的管理のもとに次長が管理する。

２ 前項に規定する次長の事務を補助させるため係に管理主任１名を置く。

３ 管理主任は、係長をもってあてる。

（善管注意）

第５条 固定資産の管理にあたる職員は、この規程に基づいて取り扱う固定資産については、善良

な管理者としての注意を払わなければならない。

第６条 削除

（帳簿）

第７条 固定資産の管理については、次に定める帳簿を備え、必要な事項を記録しなければならな

い。

（１）固定資産台帳（甲）

（２）固定資産台帳（乙）

（３）工事費整理簿

（４）固定資産取得経費整理簿

（管理の始期）

第８条 新たに固定資産を取得した場合の管理の始期は、当該物件の検査が完了し、引渡しを受け

たときとする。ただし、特許権等登録を要するものにあっては、その手続きが完了したときとす

る。
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（資産に整理）

第９条 固定資産は、第３条の規定により定められた資産の整理区分に従って資産番号を付して整

理するものとする。

（登記及び登録）

第１０条 登記又は登録を要する固定資産にあっては、次の各号に掲げるところによりすみやかに

その手続きを行わなければならない。だだし、企業長が特に認めた場合は、この限りでない。

（１）有償で権利を取得するときは、対価支払前に行うこと。

（２）有償で権利を譲渡するときは、対価受領後に行うこと。

（３）交換するときは、譲渡する権利の登記又は、交換により譲り受ける権利の受領後に、かつ、

受けるべき交換差額のある場合は、その受領後に行い、譲り受ける権利の登記又は登録は、交

換により譲渡する権利の引渡し前に、かつ、支払うべき交換差額のある場合は、その支払前に

行うこと。

（４）前各号以外の場合は、登記又は登録を要する理由の発生のつど行うこと。

第２章 取 得

（取得前の処理）

第１１条 次長は建設による取得の場合を除くほか、固定資産を取得しょうとするときは、当該資

産について所有権を制限する権利の有無を調整し、これらの権利があるときは、所有者又は権利

者をしてあらかじめ当該権利を消滅させなければならない。

（取得手続）

第１２条 建設（改良を含む。）製作又は購入により固定資産を取得する場合の執行伺には、次の

各号に掲げる事項を記載し、設計書（軽易な工事にあっては、設計書にかえて見積書とすること

ができる。）その他の関係図書を添付して決裁を受けなければならない。

（１）執行番号及び件名

（２）所在地又は相手方の住所氏名

（３）理由

（４）資産の名称、明細及び数量

（５）工事等の方法

（６）着手及び完了の時期

（７）その他参考となる事項

第１３条 交換により固定資産を取得する場合の執行伺には、次の各号に掲げる事項を記載し、相

手方の承諾書又は願書その他の関係書類を添付して決裁を受けなければならない。

（１）執行番号及び件名

（２）双方の物件の所在地

（３）理由

（４）交換物件の名称、明細及び数量

（５）相手方の住所及び氏名

（６）価格評定基礎

（７）交換差額又は差損額

（８）所属事業年度

（９）予算科目及び勘定科目

（10）その他の参考となる事項

第１４条 土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）及び公共用地の取得に関する特別措置法（昭

和３６年法律第１５０号）の規定に基づき、収用により固定資産を取得する場合の執行伺には次

の各号に掲げる事項を記載し関係図書を添付して決裁を受けなければならない。

（１）執行番号及び件名

（２）理由

（３）事業概要

（４）土地の所在、地番及び地目並びに地上物件があるときは、その明細及び数量

（５）土地の所有者及び関係人の住所及び氏名
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（６）土地の所有者及び関係人との交渉経過

（７）土地の価格（土地物件があるときは、その価格又は補償料を含む。）の評価基礎

（８）所属事業年度

（９）予算科目及び勘定科目

（10）その他参考となる事項

第１５条 無償譲受けにより固定資産を取得する場合の執行伺には、次の各号に掲げる事項を記載

し、関係図書を添付して決裁を受けなければならない。

（１）執行番号及び件名

（２）所在地

（３）理由

（４）譲受資産の名称、明細及び数量

（５）相手方の住所及び氏名

（６）価額評定基礎

（７）所属事業年度

（８）勘定科目

（９）条件があるときは、その内容

（10）その他参考となる事項

（取得価額の直接費）

第１６条 固定資産の取得価額のうち直接費は、次の各号に掲げるとおりとする。

（１）工事及び製作による取得の場合は、当該工事等のために直接要した額と貯蔵品の使用額との

合計額

（２）購入による取得の場合は、その購入額及び付帯費

（３）交換による取得の場合は、交換により譲渡した固定資産の帳簿価額。ただし、交換差額があ

るときは、帳簿価額にその差額を加算し、又は控除した額

（４）収用による取得の場合は、その収用価額

（直接費の精算）

第１７条 次長に工事等が完成したときは、前条第１号に定めるところに従いすみやかに当該資産

の取得に要した直接費の精算を行い、工事精算書を作成しなければならない。

（間接費の配分）

第１８条 事務局長は、毎事業年度末に当該事業年度に取得した固定資産の取得に要した事務費等

の総額を精算し、別に定める基準に従い、間接費としてそれぞれの固定資産に配分するものとす

る。

第１９条 削除

（取得価額）

第２０条 取得価格は、当該固定資産の直接費に、配分された間接費を加えた額をもって固定資産

の取得価額とする。

（評価）

第２１条 固定資産の交換、無償譲受けその他の場合における価額の評価方法は、復成原価法によ

るものとする。ただし、復成原価法によりがたいときはこの限りでない。

２ 復成原価額は、次の式により算定するものとする。ただし、経過年数における１年未満のは数

及び復成原価額の1,000円未満のは数は切り捨てるものとする。

再調達見込価額
再調達見込価額 再調達見込価額の残存価額

× 経過年数
耐 用 年 数

（取得報告）

第２２条 次長は、新たに固定資産を取得したときは、すみやかに固定資産取得報告書（以下「所

得報告書」という。）を作成し、関係図書（当該資産の管理上図書を必要としないものは省略す

る。以下この条において同じ）を添付し、事務局長に提出しなければならない。
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第３章 維持管理

（事故等の処理）

第２３条 次長は、管理する固定資産が災害その他の事故により滅失又はき損したとき、若しくは

権利の侵害その他異常を認めたときは、すみやかに事故等報告書により事務局長に報告しなけれ

ばならない。

２ 前項の場合において、緊急を要するときは、ただちに応急の措置をするとともに、電話、電報

その他適宜な方法によりあらかじめその概要を通報しなければならない。

３ 事務局長は、第１項に規定する報告を受けたときは、すみやかに次長をして修理、復旧等必要

な措置をとらせなければならない。ただし、特に重要と認める事項にあっては、企業長に報告し

て指示を受けるものとする。

４ 導水及び送水施設の事故等により復旧に対処するため、企業長は予め、指定業者を定めておか

なければならない。

第２４条 削除

（用途変更）

第２５条 次長は、固定資産の用途を変更する場合の執行伺には次の各号に掲げる事項を記載し、

関係図書を添付して決裁を受けなければならない。

（１）執行番号及び件名

（２）用途を変更する資産の名称

（３）理由

（４）その他参考となる事項

（異動報告）

第２６条 次長は、管理する固定資産について異動が生じたときは、固定資産増減異動報告書（以

下「異動報告書」という。）を作成し、事務局長に提出しなければならない。（修繕）

第２７条 次長は、管理する固定資産について修繕を必要とするときは、第１２条の規定に準じて

処理しなければならない。この場合において「取得」とあるのは「修繕」と読み替えるものとす

る。

（保管証）

第２８条 管理主任は、管理する固定資産のうち、車両運搬具、船舶、工具器具及び備品等の動産

で職員が使用しているものについては、その使用者から保管証を徹して当該資産の所在及びこれ

に関する責任を明確にしておかなければならない。

２ 固定資産の修繕等のため業者に引渡す場合は、当該業者から修繕保管証を徹さなければならな

い。ただし、庁舎内において修繕を行う場合にあっては、この限りでない。

（土地の標識）

第２９条 次長は、土地を取得したとき又は借り入れたときは、境界標又は境界くいを定置しなけ

ればならない。ただし、電柱敷地又は支線敷地として借り入れた土地については、この限りでな

い。

（地積、地目等の変更）

第３０条 次長は、取得した土地が次の各号のいずれかに該当するときは、すみやかに地積及び地

目の変更、合筆、分筆等の手続きを取らなければならない。

（１）地積が公簿上の地積と相違するとき。

（２）公簿上の地目と異なった用途にあてたとき。

（３）介在する道路、水路等の付け替えを行ったとき。

（４）道路、水路等を設けたとき。

（５）公簿上の地番が意義をなさないとき又は区画が明らかでないとき。

２ 次長は、前項に規定する手続きをとりがたい特別の理由がある場合は、その理由及び措置した

方法を記載した書面により決裁を受けなければならない。

（行政資産の使用許可）

第３１条 行政資産は、地方自治法第２３８条の４第３項の規定に基づき、次の各号のいずれかに

該当する場合には使用を許可することができる。

第４章 財務（固定資産管理規程）

第４章 財務 － 32 / 38 北空知広域水道企業団例規集



（１）国又は地方公共団体その他の公共団体において公用又は公共用に供するために使用する場合

であって、特にやむを得ないと認められるとき。

（２）管類、電柱等を設置しようとする場合において、他に適当な場所がなくやむを得ないと認め

られるとき。

（３）電線類を架設しようとする場合において、他に適当な構築物がなく、やむを得ないと認めら

れるとき。

（４）災害その他緊急やむを得ない事態の発生により応急施設として短期間使用するとき。

（５）その他企業団の事業の遂行上必要があるとき又は企業長が特に必要があると認めるとき。

（使用の許可機関）

第３２条 前条の規定による使用の許可期間は、１年以内とする。ただし、やむを得ない事情によ

り企業長が特に承認したときは、この限りでない。

（行政資産の使用許可手続）

第３３条 第３１条の規定に基づき、行政資産の使用を許可する場合の執行伺には、次の各号に掲

げる事項を記載し、申請書又は願書その他の関係図書を添付して企業長の決裁を受けなければな

らない。

（１）執行番号及び件名

（２）所在地

（３）理由

（４）資産の名称、明細及び数量

（５）使用料の算定基礎

（６）使用の許可期間

（７）所属事業年度

（８）予算科目及び勘定科目

（９）申請者の住所、氏名及び職業

（10）使用許可の条件

（11）その他参考となる事項

（普通資産の貸付）

第３４条 普通資産の貸付けについては、行政資産の例による。

第４章 処 分

（行政資産の用途廃止）

第３５条 行政資産は、次の各号のいずれかに該当するときは、企業長の決裁を得てその用途を廃

止することができる。

（１）使用できなくなったとき

（２）不必要となったとき

（３）その他企業長が認めたとき

（処分としての整理）

第３６条 固定資産の処分として固定資産台帳を整理しなければならない場合は、次の各号に掲げ

るとおりとする。

（１）売却、交換、無償譲渡又は減額譲渡したとき。

（２）廃棄したとき。

（３）滅失又はき損したとき。

（４）撤去、解体又は取りこわしたとき。

（用途廃止及び処分の手続）

第３７条 次長は、管理する固定資産について、用途の廃止及び処分を行う場合にあっては、第２

５条の規定に準用し第２６条の規定を適用する。

（売却できない場合）

第３８条 普通資産は、次の各号のいずれかに該当する場合には、売却することができない。

（１）３年以内に使用を必要とする事態の発生が予見されるとき。

（２）貸付けることが売却するより有利なとき。
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（３）その他企業長が売却を不適当と認めるとき。

（売却予定価格）

第３９条 固定資産を売却する場合の予定価格は、当該資産の所在地における売却時の適正な一般

市場価格により評定するものとする。

２ 前項の場合において、復成原価額、鑑定価格等を参照し評定の適正を期さなければならない。

（売却手続）

第４０条 売却により固定資産を処分する場合の執行伺には、次の各号に掲げる事項を記載し、関

係図書を添付し決裁を受けなければならない。

（１）執行番号及び件名

（２）所在地

（３）理由

（４）資産の名称、明細、数量及び帳簿価額

（５）契約の方法

（６）価額評定基礎

（７）所属事業年度

（８）予算科目及び勘定科目

（９）その他参考となる事項

（売却代金の納付）

第４１条 普通資産の売却代金の納付については、第３６条の規定を準用する。ただし、地方自治

法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６９条第２項の規定に基づく延納の特約をしたときは、

この限りでない。

（無償譲渡又は減額譲渡）

第４２条 普通資産は、次の各号のいずれかに該当する場合に無償譲渡又は減額譲渡することがで

きる。

（１）国又は地方公共団体その他公共団体において、公用又は公共用に供するため、これらのもの

に譲渡とする場合で、企業長が特に認めるとき。

（２）事業の遂行上、企業長が必要と認めるとき。

（無償譲渡又は減額譲渡手続）

第４３条 無償譲渡又は減額譲渡により固定資産を処分する場合の執行伺には、次の各号に掲げる

事項を記載し、関係書類を添付して企業長の決裁を受けなければならない。

（１）執行番号及び件名

（２）所在地

（３）理由

（４）相手方の住所及び氏名

（５）資産の名称、明細、数量及び帳簿価額

（６）譲渡価額

（７）価額評定基礎

（８）所属事業年度

（９）予算科目及び勘定科目

（10）その他参考となる事項

（廃棄）

第４４条 固定資産は、次の各号のいずれかに該当する場合には廃棄することができる。

（１）き損その他のため用途を喪失したとき。

（２）残存価額によっては、移転、撤去、売却等に必要な費用を償うことができないとき。

（廃棄手続）

第４５条 廃棄により固定資産を処分する場合の執行伺いは、次の各号に掲げる事項を記載し、関

係図書を添付して決裁を受けなければならない。

（１）執行番号及び件名

（２）所在地

（３）理由
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（４）資産の名称、明細、数量及び帳簿価額

（５）価額評定基準

（６）廃棄に伴い危険防止等に特別の経費を要する場合は、その所要額

（７）所属事業年度

（８）予算科目及び勘定科目

（９）その他参考となる事項

（撤去等の手続）

第４６条 撤去、解体又は取りこわしにより固定資産を処分する場合の執行伺には、次の各号に掲

げる事項を記載し、関係図書を添付して決裁を受けなければならない。

（１）執行番号及び件名

（２）所在地

（３）理由

（４）着手及び完了の期間

（５）資産の名称、明細、数量及び帳簿価額

（６）処分の方法

（７）価額評定基礎

（８）撤去、解体又は取りこわし後の処理

（９）その他参考となる事項

（除却）

第４７条 固定資産が処分されたときは、当該処分に相当する額を除却するものとし、次の各号に

定めるところにより算定する。

（１）固定資産の全部を処分する場合は、当該資産の帳簿原価

（２）固定資産の一部を処分する場合には、当該資産の再調達見込額に対する当該資産の除却部分

の再調達見込額の割合を当該資産の帳簿原価に乗じて得た額

（３）前各号以外の場合には、当該除却物件の帳簿原価の範囲内における適正な評価額

（減価償却引当金の取りくずし）

第４８条 次長は、前条の規定に基づき除却した資産が償却資産（無形固定資産であるものを除く。）

である場合は、その除却した金額に対する額の減価償却引当金を取りくずさなければならない。

第５章 補 則

（実地照合）

第４９条 事務局長は、次長又は管理主任をして、毎事業年度少なくとも１回以上固定資産につい

て実地照合を行わなければならない。

２ 前項に規定する実地照合は、固定資産の管理に直接関係のない職員で、企業長が命じた者を立

ち合せて実施しなければならない。

（火災保険）

第５０条 次の各号に掲げる固定資産には、火災保険を付さなければならない。ただし、企業長が

別に定める軽易な資産については、この限りでない。

（１）可燃性の材料により建築された建物

（２）可燃性の材料により建築された建物内に設置され、又収容された資産

（３）不燃性の材料により建築された建物内に収容された可燃性の資産

（４）森林（自然林を除く。）

（火災保険契約の手続）

第５１条 前条の規定により火災保険契約を締結する場合の執行伺には、次の各号に掲げる事項を

記載し、関係図書を添付して決裁を受けなければならない。

（１）保険会社等の名称

（２）保険の目的の所在地

（３）資産の名称、明細及び数量

（４）帳簿価額

（５）保険金額
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（６）料率

（７）保険期間

（８）その他参考となる事項

（火災保険以外の損害保険）

第５２条 機械、装置、車両運搬具及び船舶等には、損害保険を付することができる。

２ 前条の規定は、損害保険契約を締結する場合に準用する。

（定例報告書）

第５３条 次長は、毎事業年度末において次の各号に掲げる報告書を作成し翌年度の４月１５日ま

でに事務局長に提出しなければならない。

（１）固定資産増減報告書

（２）固定資産貸付（使用許可）状況報告書

（３）固定資産末稼働状況報告書

２ 次長は、前項の規定する報告書に基づき固定資産台帳と照合のうえすみやかに毎事業年度末現

在における固定資産明細書及び固定資産明細内訳書を作成し、事務局長を経て企業長に提出しな

ければならない。

（建設仮勘定の整理）

第５４条 建設仮勘定をもって整理されている資産の取扱については、この規程の規定を準用する。

（帳票の様式）

第５５条 固定資産の管理に要する帳票の様式は、企業長が別に定める。

附 則

この規程は、昭和５３年１２月９日から施行する。

附 則

この規程は、公布の日から施行する。

附 則

この規程は、公布の日から施行する。
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